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（訂正）「当社及び連結子会社における営業外収益の計上に関するお知らせ」の
一部訂正について

　当社は、2026年10月６日付で公表いたしました「当社及び連結子会社における営業外収益の
計上に関するお知らせ」の内容の一部につきまして、下記のとおり訂正いたします。

記

１．訂正の理由
　2026年10月６日付で公表した営業外収益について、その後の監査手続の過程において、当該
営業外収益の一部について追加確認を要する事項が判明したため、計上額及び計上根拠を改めて
確認する必要が生じました。その結果、営業外収益としての計上を取り消し、仮受金として処理
することとしたため、訂正するものです。

２．訂正の内容
１．当社における営業外収益の計上
（訂正前）
　当社は、AIリスキリングに係る人材育成の取り組みに関連して、2026年８月26日付で人材
開発支援助成金36,900千円を営業外収益として計上いたしました。
　当該営業外収益は、2027年２月期第２四半期（中間期）連結累計期間の連結業績に反映す
る予定です。
（訂正後）
　当社は、AIリスキリングに係る人材育成の取り組みに関連して、2026年８月26日付で人材
開発支援助成金36,900千円を、仮受金として計上いたしました。
　このため、2027年２月期第２四半期（中間期）連結決算においては、仮勘定として処理い
たします。



２．連結子会社における営業外収益の計上（コンサルティング業務に係る収益）
（訂正前）
　当社連結子会社である株式会社コーエンは、外部企業に対して提供したコンサルティング
業務に係る収益として、2026年７月31日付で37,043千円を営業外収益として計上いたしまし
た。
　当該営業外収益は、2027年２月期第２四半期（中間期）連結累計期間の連結業績に反映す
る予定です。
（訂正後）
　当社連結子会社である株式会社コーエンは、外部企業に対して提供したコンサルティング
業務に係る収益として、2026年７月31日付で37,043千円を、仮受金として計上いたしまし
た。
　このため、2027年２月期第２四半期（中間期）連結決算においては、仮勘定として処理い
たします。

３．連結子会社における営業外収益の計上（人材開発支援助成金）
（訂正前）
　株式会社コーエンは、AIリスキリングに係る人材育成の取り組みに関連して、2026年８月
26日付で人材開発支援助成金43,560千円を営業外収益として計上いたしました。
（訂正後）
　株式会社コーエンは、AIリスキリングに係る人材育成の取り組みに関連して、2026年８月
26日付で人材開発支援助成金43,560千円を、仮受金として計上いたしました。

（訂正前）
　このため、2026年８月26日付で株式会社コーエンが計上した当該営業外収益は、2027年２
月期第２四半期（中間期）連結累計期間には含まれておらず、2027年２月期第３四半期連結
累計期間の連結業績に反映する予定です。
（訂正後）
　このため、2026年８月26日付で株式会社コーエンが計上した当該金額は、2027年２月期第
２四半期（中間期）連結累計期間には含まれておらず、今後の会計処理は確認結果を踏まえ
て判断いたします。

４．今後の見通し
（訂正前）
　上記１及び２の営業外収益については、2027年２月期第２四半期（中間期）連結累計期間
の連結業績に反映する予定です。
（訂正後）
　上記１及び２については、2027年２月期第２四半期（中間期）連結決算において営業外収
益として計上せず、仮勘定として処理いたします。今後の会計処理は確認結果を踏まえて判
断いたします。



（訂正前）
　一方、上記３の株式会社コーエンにおける人材開発支援助成金43,560千円については、
2027年２月期第２四半期（中間期）連結累計期間には含まれておらず、2027年２月期第３四
半期連結累計期間の連結業績に反映する予定です。
（訂正後）
　一方、上記３の株式会社コーエンにおける人材開発支援助成金43,560千円については、
2027年２月期第２四半期（中間期）連結累計期間には含まれておらず、今後の会計処理は確
認結果を踏まえて判断いたします。

以上


